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　ジョブ型人事制度の導入がトレンドになっている。ジョ
ブ型制度には確かにメリットがある。年功序列の打破，適
所適材の実現，スペシャリスト人材の活用等がいわれてい
る。しかし，ジョブ型制度にはデメリットもある。高い成
果を挙げられるハイパフォーマーは幹部のポジションを得
ていく一方で，彼らを生態系の法則でいう上位20％とした
場合，それ以外の80％，つまり，マネジャーになれないま
ま働き続けるベテラン・シニアの人たちのモチベーション
は低迷が懸念される。また，ジョブ型になれば，よりよい
処遇を求めて転職する人材が急増するだろうが，残された
ベテラン・シニアの人たちの転職は困難である。従来から
人事部門を悩ませてきた中高年問題は，ジョブ型が浸透す
るにつれ切実な経営課題として顕在化してくるだろう。本
稿では，筆者がヘイコンサルティンググループ（現コーン・
フェリー・ジャパン）やCorporate Executive　Board（世
界最大規模のマネジメントシンクタンク）で培ったジョブ
型制度，タレントマネジメント，サクセッションマネジメ
ントに関する知識・経験を土台とし，10年ほど前からキャ
リアマネジメントという仕組みを制度に組み込み，中堅企
業の人事制度構築支援を行ってきたノウハウをもとに，一
部の人しか輝けない「ジョブ型人材マネジメント」ではな
く，可能な限り多くの社員が持てる力を専門性として培い，
活躍し，キャリアシフトしていける人事制度設計のポイン
トを説明する。 （著者）
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Ⅰ. キャリア自律型人事制
度が望まれる背景と目的
　ジョブ型人事制度の導入は，高
い成果を挙げられるハイパフォー
マーにとっては，年齢に関係なく
自身の専門性スキルを発揮し，相
応の処遇を得られる可能性が高ま
るので，メリットの大きい変革と
いえる。しかし，そのような人材
は少数にとどまる。そもそも従来
の日本企業の多くの社員は，会社
都合で異動させられるなどして，
ベテラン・シニアに至るまで専門
性を本格的に磨く余裕がなかっ
た。実際，「○○の分野でこうい
う専門性がある」と自信を持って
言える人材は，筆者の知る限り役
員になった人でもまれである。た
だ，いわゆる「企画屋」（経営企画，
マーケティング企画，営業企画等）
の人たちはたまたまポストに就け
なかっただけで，本来は優秀な人
材が多い。だからといって戦略コ
ンサルタントのようにプロとして
鍛えられているわけではなく，超
大手企業でさえ彼らの処遇を持て
余していると聞いている。
　マネジャーになれないままベテ
ラン・シニアになった人たちの数
が増大すれば，組織全体の活力は
低下し，会社の業績向上の障害と
なる。かといって，日本の法制下
では，米国企業のように解雇する
わけにもいかない。そのため，こ
れまでの職能型制度はもちろん，

成果主義人事制度においても，多
くの企業はベテラン・シニアの人
たちの活性化やキャリア自律・キ
ャリア開発等の対応に苦慮してき
た。具体的な悩みは以下の通りだ。
「若手に比べて成果に見合う付加
価値を生み出しているとは思えな
いが，70歳までの雇用努力義務
が法制化され，彼らの人件費はま
すます増大する」
「少子・高齢化のためベテラン・
シニアの数が相対的に多くなって
おり，そのような組織では優秀な
若手人材の採用が非常に難しい」
「デジタル化が世界的に進む一方
で日本企業の生産性は相対的に低
下しており，組織の新陳代謝は急
務となっている」
　つまり，従来は人事部の悩みに
とどまっていた中高年の問題が，
経営陣の切実な課題となっている
のである。この課題を解決するヒ
ントとして紹介したいのが「キャ
リア自律型人事制度」である。

Ⅱ. キャリア自律型人事制
度のイメージ・全体像

1．なぜ今キャリア自律型人事
制度が必要とされるのか？

　人事制度のプラットフォームで
ある等級制度を考える第一歩とし
て，求められる人材のあり方から
考える。

（1）求められる人材のあり方
①様々な分野で専門性が求められ
るようになった
　より高い専門性が求められてい
る状況は，典型的には昨今のタレ
ントマネジメントへの注目に見ら
れる。知識経済の進展により専門
性が企業の競争優位の源泉だと考
えられるようになったのだ。
　米国では，社員は自分のキャリ
アを築いていくには転職しながら
よりよいポジションを獲得し，キ
ャリアアップしていかなければな
らない。優秀な人ほど流出する可
能性が高く，会社にとっては経営
を担う後継者をどのように確保・
育成していくかが課題だった。そ
こで，優秀な人材のリテンション
のためサクセッションマネジメン
トが推進されてきた。
　また，米国企業は常に成長（米
国では売上10％以上を成長とい
う）が求められ，下位の10％～
15％の社員を毎年解雇すること
で生産性を維持・向上させている
場合が多い。しかし，この方法に
は限界がある。前述の生態系の 2：
6： 2の法則により，下位の従業
員を解雇してもいずれ従業員は
2： 6： 2に分かれてしまうから
だ。そうした状況で，自分のキャ
リアが将来開けないと思えば優秀
な人材ほど転職してしまう。そこ
で，当初は経営幹部を育成するサ
クセッションマネジメントとして
展開されてきた取り組みが一般社
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員にも広げられ，タレントマネジ
メントとなったのである。
　日本においてもタレントマネジ
メントの時代が到来した。日本で
は1990年代後半，成果主義人事
制度が導入されるようになって，
ヒューマン・キャピタル（HC），
人的資産という言葉が使われ始め
た。人材とは消費する資源ではな
く，投資することによってリター
ンをもたらす資産（キャピタル）
だと位置付けるのがHCである。
HCの時代になると，人はもはや
組織の歯車ではなく，会社を変え
る主体となった。特に，IT企業
では，商品やサービスが 1人のア
イデアから生まれ，それが瞬く間
に形となり収益をもたらす。他の
業界でも成長の壁にぶつかってお
り，その状況から脱却するには個
の力が必要となってきた。こうし
て付加価値の源泉は人材となり，
持てる能力や経験を引き出し，事
業に結びつけることこそ会社が勝
ち抜く条件の重要な要素となっ
た。タレントマネジメントは，こ
うした背景から生まれてきた考え
方である。ここでは，タレントと
は，専門性とそのポテンシャルと
いっていいだろう。
②専門性の高い人材ポートフォリ
オが求められている
　専門性が求められるとなると，
人材ポートフォリオとしては次の
ような役割を設定することになろ
う。例えば，「確実に仕事を進め

るスペシャリスト人材」「チャレ
ンジングなテーマを持つプロフェ
ッショナル人材（可能であれば，
独創性を発揮してブレークスルー
を行うイノベーター人材）」，さら
に，こういう人材の組み合わせと
事業としての判断を行う「統合リ
ーダー」。この 3つ程度の役割に
分けられる。
　スペシャリスト人材とは，例え
ば，研究／技術開発，マーケティ
ング，営業等の現場を支援する人
材に限らず，人事，経理・財務，
法務等実務経験を積み，その分野
で実務的専門的に細かなことまで
知っていて機能分野の支援に必要
不可欠な人材である。
　プロフェッショナル人材とは，
自分の専門性を活用して，マーケ
ティング／商品企画，研究／技術
開発，経営企画等の分野で問題を
解決していくことで価値を生み出
す人材である。
　統合リーダーとは，神輿の上に
乗っているだけのゼネラリストで
はなく，どの業務・テーマにどの
くらいリソースを投入するかを決
め，要所要所で進退を判断し，新
たな「ビジネスモデル（儲かる仕
組み）」を考え，作っていく立場
にあり，通常，マネジメントポジ
ションに就く人材である。

（2）求められるキャリア自律
①キャリア自律型人材とは
　キャリア自律とは，通常，自ら

キャリアを切り開いていく能力と
されるが，端的にいうなら，「自
分の食い扶持は自分で稼ぐ」とい
うことである。もちろん，キャリ
ア自律といっても会社に所属しな
がら仕事をするのであって，その
意味では会社というブランドとの
共同作業である。そこで，筆者は
キャリア自律型人材とは，会社が
タレントマネジメントを通じて社
員の能力開花と適所適材を行うこ
とを前提に，自発的に専門性を磨
き，自らの力で自分らしいキャリ
アを開発していく人材だと定義す
る。
　キャリア自律という概念の健全
な特徴は，以下の 3つである。 1
つ目は，自分の動機や価値観とい
った自身の基準でキャリアを考え
ることである（必ずしも出世では
ない）。 2つ目は，自身の根源的
な動機に基づいた適性を見極めた
うえでキャリアを選択していくの
であって，表面的なジョブマッチ
ングではないということだ。 3つ
目は，キャリアの予測可能性や計
画は難しいゆえに，日頃の仕事へ
の取り組みを通じ，様々なチャン
スに対してオープンでいること
だ。
　前述の人材ポートフォリオにお
ける人材にももちろんキャリア自
律が求められる。
②キャリア自律型人材の処遇は
「実力」を基軸とする
　ニューノーマルという変革期に
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必要とされるのは，従業員 1人ひ
とりが具体的にどのような成果を
生み出し，会社の業績に貢献した
のかがはっきりする仕組みであ
る。そうした成果や会社業績への
貢献が処遇の基軸となる。従来は，
社員としての行動やモノの見方・
考え方を手取り足取りすべて会社
の中で教え込むのが人材育成であ
った。これからは，自分のキャリ
アをどのように開発していくの
か，従業員自身で考え行動してい
くことが期待される。
　実際，急成長してきた企業は，
これまでも例外なく実力主義をベ
ースに処遇を実現してきたといっ
ていい。大企業には，労働市場に
おいて優秀な新卒を安定的に採用
できるだけの地位がある。しかし，
そうした地位を望むべくもない，
急成長を目指すベンチャーや中堅
企業は，文字通り玉石混交で人材
を確保せざるをえない。そして採
用された従業員は，能力や資質に
関係なく大きな仕事をこなさなけ
ればならない状況に追い込まれ
る。そうした仕事そのものが最も
効果的な人材育成手段となってい
ることが多い。なかには仕事の大
きさに負けてしまう者も出てくる
わけで，勝った者と負けた者との
処遇には大きな格差がつく。この
ような意味において，実力主義と
いう考え方は今後も普遍的に求め
られる処遇の基軸であると考え
る。

2．キャリア自律型人事制度の
意味と特徴

　ここでは処遇の基軸としての実
力とキャリア自律型人事制度の前
提となるキャリアマネジメントの
意味，そしてキャリア自律型人事
制度の特徴を明確にしておく。

（1）実力の意味と例
　実力とは，戦略を遂行する人の
持つ特性・専門性である。この定
義にはポイントがある。 1つ目は
「獲得し活用している」ものであ
ることだ。資格のように証明され
るものではなく，現に使っていな
ければならない。 2つ目は「競争
上の優位につながる」ものである
ことだ。競争上の優位を維持・確
立することこそ戦略の目的であ
り，いかに高度な知識であっても，
戦略にリンクしないものは実力で
はない。 3つ目は人の持つ特性・
専門性ということだ。例えば，事
業部長個人の実力は，事業自体の
業績評価ではなく，その事業を取
り巻く状況やリソースを前提とし
て，どのような手を打って具体的
な成果につなげたのかを見ること
によって判断する。環境変化に伴
う戦略・組織や仕事の進め方が変
更される場合は，もちろん求めら
れる実力の内容も変わる。
　実力の例では次のようなものが
ある。
　中堅製薬企業A社は，新薬の探

索等の基礎研究分野は国内外の専
門機関やベンチャー企業などに委
託し，国内での臨床開発から上市
までをスピーディーに実現するこ
とで生き残ろうとし，扱う新薬の
分野も今後の成長が望める特定分
野に絞っている。Ａ社では，機能
分野ごとに，その分野で他社との
競争を勝ち抜くのに必要な経営資
源をコア技術として位置付け，そ
の現状を分析して図表 1のよう
にまとめている。こうした分析か
ら，戦略を実行するのに求められ
るポイントを 3点に絞った。
　第 1は，新薬や剤型変更の開発
プロジェクトに着手して医薬品と
して政府の認可を得て市場に導入
するまでの期間を短縮して，有望
な市場を押さえて利益率の高い製
品を生み出していくプロダクトマ
ーケティングである。KPIとして
は，成長性および収益性の高い新
成長領域を特定する能力である。
　第 2は，有望な薬効領域におい
て，各種の試験の方法論や治験デ
ータの収集・分析等についてスピ
ードアップを実現できる技術を開
発し，手法として確立することで
ある。KPIとしては，プロトコル
設計能力，承認申請のための資料
作成能力，研究開発サイクルマネ
ジメント能力，新製品開発件数で
ある。
　第 3は，上市から市場を押さえ
るプロセスを効率的に推進した
り，ニッチマーケットを切り開く
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のに有効な情報を収集したりする
ため，MR（医薬情報担当者）の
レベルを高めて第一線で実行でき
るようにすることである。KPIと
しては，営業訪問回数，大量処方
医の顧客化，短時間における製品
情報・使い方の説明ノウハウであ
る。
　以上の 3点を求められる成果と
いう観点から捉えれば，そうした
具体的な成果を生み出す力が実力
である。Ａ社で実力のある人材と
いうのは，第 1のポイントで示し
たような製品を上市するプロダク
トマネジャーであり，第 2のポイ
ントで示した技術を開発し，確立
していく技術者であり，第 3のポ
イントで示したレベルを持った
MRを育成するマネジャーやトレ
ーナーなのである。
　要するに，実力とは，その企業
の戦略を推進するのに必要不可欠
でかつ成果につながるプロセスを

実現する専門性ということができ
る。

（2）キャリアマネジメントの概要
①キャリアマネジメントとは
　前述のような実力を有する人た
ちは総称して「コア人材」と呼ば
れる。コア人材は，先に述べたよ
うに，専門性の高い人材ポートフ
ォリオで構成される。なぜ人材ポ
ートフォリオかといえば，統合リ
ーダーだけだと価値ある商品・サ
ービスは生み出せないからであ
る。プロフェッショナル人材や専
門人材等タイプの異なる人材が協
力して初めて事業として成功する
のだ。言い換えると，リーダーに
はフォロワーがいてチームとして
活動できるのである。
　以上を前提として，コア人材の
採用から退職までの流れを整理
し，現有社員および今後採用する
予定の社員がどのようなパターン

でキャリアを歩むことが想定され
るのかシミュレーションを行う。
この一連の作業は，通常，人材フ
ローマネジメントと呼ばれてい
る。
　しかし，人材フローマネジメン
トという言葉は，会社から見た社
員のマネジメントであり，社員か
らの見方はそこに入っていない。
社員にキャリア自律を期待し，キ
ャリア開発を促進しようとするな
ら，社員の意思もある程度考慮す
る必要がある。それには，社員が
自らキャリア開発を進められるよ
う，彼らの適性を早期発見し，専
門性を培えるよう自律的な異動を
促進し，能力，特にコンピテンシ
ーの開発支援などが必要となる。
　本稿では，人材フローマネジメ
ントを会社と社員との共同作業と
みて「キャリアマネジメント」と
呼ぶ。このキャリアマネジメント
が従来のキャリアパス等とどのよ

図表 1　「実力」とは（Ａ社の例）
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うに違うのかについては次項で説
明する。
②キャリアマネジメントとキャリ
アパスの違い
　キャリアマネジメントは，キャ
リアパス（職種やポスト等に応じ
てジョブ・ローテーションのパタ
ーンを決めておき，その道筋＝パ
スに従って社員のキャリアを形成
していく仕組み）とは次のような
違いがある。
●主導権のあり方：キャリアマネ
ジメントではキャリアの転換点は
会社が設定するが，そこでどのよ
うなキャリアを選択するのかは社
員に委ねられる。その結果，どの
ようなキャリアへ進むかは本人の
責任とする。
●等級制度との関係：キャリアマ
ネジメントではキャリアの転換点
毎に等級区分が設定される。
●異動・昇格との関係：異動は，
通常，会社都合により行われ，業
績評価の結果に関連して運用され
るとは限らない。キャリアパスも
昇格とは直接的な関係はない。し
かし，キャリアマネジメントでは
異動・昇格をキャリアの転換点と
関連づける。その時期を迎えるま
でに昇格していなければ，他の職
種に異動するか，退職するかとい
う選択を迫るのである。
●報酬制度との関係：キャリアの
転換点で決定される昇格と直接関
係し，給与にも反映される。
●ビジネスモデルとの関係：キャ

リアパスは基本的に現在のビジネ
スモデルを暗黙の前提として設定
され運用されるが，キャリアマネ
ジメントは現在および将来のビジ
ネスモデルの変化を読み込んで設
計される。
　要するに，キャリアマネジメン
トとは，キャリアの転換点で従業
員が自分でキャリアを選択してい
くことを促しつつ，事業戦略と連
動した人材マネジメントを実現し
ていくことなのである。
③キャリアマネジメントとタレン
トマネジメントの関係
　タレントマネジメントとは，組
織の成果向上を目的とし，戦略の
達成に直接・間接に貢献する人材
（タレント）を活用するためのあ
らゆるプロセス，すなわち，アセ
スメントを通じた人材発掘と配
置・異動，育成，昇進・昇格を含
む考え方である。このようなタレ
ントマネジメントは，個々人の自
助的なキャリア開発をベースと
し，会社から期待されるレベルの
成果を生み出し成長し，キャリア
シフト（転職・独立）していく人
材を支援すること，すなわち，会
社と社員の共同作業であるキャリ
アマネジメントの一部ともいえ
る。

（3）キャリア自律型人事制度の
特徴と期待成果

　ここでは他の等級制度との違い
を明確にしつつ，ジョブ型キャリ

ア支援人事制度の期待成果または
ベネフィットを説明する。ジョブ
型制度とは仕事基準の制度であ
り，役割等級を土台とする人事制
度と職務等級を土台とする人事制
度を含む。
①キャリア自律型人事制度の特徴
●役割等級に基づく人事制度との
違い
　成果主義人事制度として最も多
く用いられている等級制度は役割
等級制度であろう。役割等級制度
では，役割が明確になる，役割と
賃金がマッチする，自らの役割設
定拡大により変化に対応できる，
等のメリットがある。デメリット
としては，役割等級の信頼性を確
保するのが難しい（役割とは何か，
変化に応じどのように拡大してい
くのかを社員に理解してもらうの
が難しい），また，本来仕事基準
の体系のはずなのに，人基準であ
る職能資格制度に近い内容のた
め，ほとんどの場合年功的運用と
なっているなどの問題がある。
　結局，役割とは職能資格制度に
おける職務遂行能力を役割と言い
換えただけにすぎないと受け取ら
れ，職務等級制度と比較して中途
半端なものになっていることが多
い。そこで，役割等級制度は職務
等級制度へ移行する一時的な措置
として導入するものと認識すべき
だとされる。そして仕事基準の処
遇という概念がある程度定着した
ので，職務等級制度に移行すると
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いうのが最近のジョブ型制度導入
のブームだといえる。
　キャリア自律型人事制度が役割
等級制度と大きく異なる点は，等
級要件を役割という定義の難しい
言葉ではなく，各等級に求められ
る成果とそれを生み出すプロセス
で定義すること，そして，等級区
分を人材マーケットにおいて人材
が移動するキャリアの転換点に適
合させることにある。後者につい
ては，最近，「市場主義」という
言葉で表現され，人材マーケット
の給与水準が考慮されるようにな
っており，キャリア自律型人事制
度に近い内容となってきている。
●職務等級に基づく人事制度との
違い
　職務等級による制度のメリット
としては，「職務と賃金がマッチ
する」「専門家育成に効果的，職
務内容が明確になる」「総人件費
を抑制できる」などが挙げられて
いる。デメリットとしては，「組
織が硬直化しやすい」「ポスト不
足への対応が困難」「高い運用力
が要求される」等がいわれている。
しかしながら，このような指摘は，
職務等級制度を実際に設計・運用
した経験のない方（コンサルタン
ト）による指摘と思われる。
　「組織が硬直化しやすい」とは，
①社員が専門性を追求し，その職
務に留まることが増え，人事異動
が少なくなる，②社員が担当職務
にこだわるようになり，職務の拡

大や新しい取り組みを行わなくな
る，と説明されている。
　①については，職務等級を土台
とする人事制度では，そもそも社
員に異動を期待しないし，会社主
導で異動させることもない。なぜ
なら，他の部署やポジションに異
動させると，本来その人が発揮で
きる専門性の活用が困難になるか
らである。
　②については，職務等級制度に
おいて職務評価を通じて算出した
ジョブサイズによって等級区分す
るだけでは，確かに問題は解決し
ない。しかし，このデメリットを
克服するためにキャリア自律型制
度を採用し，前述のように等級毎
に期待成果とそれを生み出すプロ
セスを定義しておくなら，社員は，
成果を生み出すべくあらゆる取り
組みを行うようになる。
　「ポスト不足への対応が困難」
とは，能力の高い社員が増えてき
た場合，ポストに就けられなくな
るのがかわいそうだとか，能力が
あるのにポストに就けられないの
はおかしい等の固定観念に基づく
ものである。職務等級制度の場合，
そのポストには最も適切な人材が
就いて成果を挙げればよいという
考え方が背景にある。つまり，適
材適所ではなく，適所適材という
ことである。
　「高い運用力が要求される」と
は，職務内容が変化する際に，職
務分析・職務評価・職務記述書の

作成等の負担が大きいことだと説
明される。確かに，古くは厳密な
手続きが取られたこともある。し
かし，筆者自身，外資系企業のマ
ネジャーとして制度運用に長年関
わってきたが，手続きや書式も目
的に沿ってかなり簡略化されてき
ており，導入後，前例ができてく
れば運用もかなり工夫が可能であ
り，それほど負担にはならない。
②キャリア自律型人事制度の期待
成果
　キャリア自律型人事制度はジョ
ブ型制度の考え方，つまり，成果
に基づいた報酬を提供するという
考え方を基本としている。従って，
まずは，その目的である年功序列
の排除，適所適材の実現，そして
スペシャリストの活用が可能とな
る。ただし，ジョブ型制度が運用
されている外資系企業を見れば明
らかなように，ハイパフォーマー
はエグゼクティブサーチのターゲ
ットとなり，条件次第ですぐ転職
してしまう。ミドルパフォーマー
はどうかといえば，ジョブ型の下
であっても，余程の働きかけがな
い限り，専門性が自然と向上した
り，組織の活力が増大したりする
ことはない。
　キャリア自律型人事制度では，
戦略に連動した制度設計に加え
て，キャリアマネジメント体系を
制度に連動させるため，上記のよ
うなジョブ型制度運用による弊害
をカバーするのみならず，以下の
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ようなベネフィットがある。
　ハイパフォーマーは，制度が戦
略に連動しているため成果を生み
出しやすくなる。
　ジョブ型制度においても戦略に
連動すると説明されることがある
が，ジョブ型制度は業績管理とい
う位置付けにすぎない。最近のジ
ョブ型制度に関する調査によって
も判明しているように戦略の実現
には直接結びつかない。むしろ，
ジョブ型にすることによっても戦
略実現に結びつかないことこそが
ハイパフォーマーの離職につなが
っている原因の 1つだと考えられ
る。
　成果を生み出しやすくなるとい
うことは，本人にとっては仕事の
やりがいとなり，組織への愛着（組

織エンゲージメント）を生み出す。
また，キャリアマネジメントを通
じて会社と自分のキャリア・ビジ
ョンが見通せるようになるため，
彼らのリテンション力が高まる。
優秀な人材は活躍していて仕事に
満足しているので，会社の将来が
見えなくならない限り自分の将来
も見通せるため，余程の事情がな
い限り退職しないと報告されてい
る。
　ミドルパフォーマーは，事業の
成果に間接的にでも貢献している
ことが等級要件等（場合によって
は職務記述書）に記述され，また
それを実感できる。従って，モチ
ベーションが高まり，成果を生み
出すための方法も自律的に考える
ようになる。そして，キャリアマ

ネジメントにより，キャリア開発
が促進され，キャリアシフトへの
ロードマップが示されるため，専
門性向上へのモチベーションが高
まり，結果として組織としての活
力も増大する。
　ローパフォーマーは，自身の状
況に早い段階で気づくことによっ
て，キャリアシフト（異動や転職）
の決断・実行が促進される。キャ
リアシフトしない場合も，代謝プ
ログラムがアナウンスされること
によって刺激を受け，自らのキャ
リア自律・キャリア開発に取り組
むため，結果として全体のレベル
が向上する。キャリア自律型人事
制度の特徴を各制度との関係で図
表 2に示した。

Ⅲ. ジョブ型・キャリア自
律型人事制度の策定手順
　キャリア自律型人事制度はジョ
ブ型の考え方を基本としている。
そこで，ここではジョブ型人事制
度の考え方を前提としてキャリア
自律型へ変更する際のポイントを
説明する。

1．人材マネジメント改革の方
向性の設定方法

　ジョブ型制度の設計においては
事業の分析を通じた経営課題の明
確化までは行わない。しかし，キ
ャリア自律型制度は戦略連動の仕
組みとするため，以下の作業が必

図表 2　ジョブ型・キャリア自律型人事制度の特徴とベネフィット

＊：ブロードバンドとは，従来のジョブ型（職務等級制度）においていくつかの等級を一つのバン
ドに括り，同一バンドでの給与はペイ・フォー・パフォーマンスで決定するものである。これにより，
硬直的だった職務等級制度が組織のフラット化や人材の社内流動化を促進するようになった。
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要となる。ここでは，戦略立案プ
ロセスにおけるKFS特定までの
作業を紹介する。代表的なポジシ
ョニングアプローチであるKFS
特定までの作業および資源アプロ
ーチの考え方については，拙著『企
業価値を高める事業戦略がわかる　
戦略経営バイブル』（PHP研究所）
にて説明しているので，詳細は同
書を参照されたい。
　まずは，事業の本質について理
解し，次に事業の現状をなるべく
定量的に分析する。なお，組織自
体は所与のものとし，人材マネジ
メントの現状分析を行って課題を
抽出する。図表 3参照。
　経営課題，すなわち事業の
KFSと人材マネジメント課題の
2つから人材マネジメント改革の
方向性を考える。そして，人材マ

ネジメント方針（ポリシー）を明
文化する。

（1）経営課題の明確化
①事業についての本質的な理解
　まずは，ミッション・ビジョン・
バリュー（M／ V／ V），そして
現行の事業戦略を確認する。特に，
M／ V／ Vが，当社の強みを活
かし，企業価値創出に貢献する企
業文化の創出に役立っているかど
うかを検討する。次に，背景とな
っている事業の特性，市場／顧客
の特性，競争状況，いわゆる 3C
分析を行い，収益を上げる仕組み
としてのビジネスモデル（事業シ
ステム）を明確にする。
②事業の現状分析
　経営資源の現状，収益動向，コ
スト構造，そして現在の強み・弱

みを把握する。
　一連の作業から事業のKFSを
抽出したら，次の作業として人材
マネジメントの現状分析を行う。

（2）人材マネジメントの現状分析
　現有人材の状況，人材フロー，
現行人事制度の問題点および現行
制度の運用状況など，通常実施さ
れる定番の分析を行う。

（3）方向性設定にあたっての考
慮事項

①人材マネジメントの考え方の明
確化
●ヒューマン・リソース・マネジ
メント（HRM）：従来，人材は経
営資源と位置付けられ，会社主導
で採用から代謝までの人材フロー
をマネジメントすることを基本と

図表 3　人材マネジメント改革の方向性を考えるプロセス
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し，働くための動機づけと学習機
会を与えて可能性を引き出すべき
資源であるという考え方であっ
た。
●ヒューマン・キャピタル・マネ
ジメント（HCM）：人材のスキル
や能力が事業の成功に大きく寄与
する場合は，人材は投資によるリ
ターンをもたらす資産，つまり，
ヒューマンキャピタル（HC）と
位置付けられる。そうすると，人
材の持つスキルや経験を事業に結
びつけることこそ競争優位を維持
するための条件となる。人材投資，
つまり，能力開発してリターンを
確保するためには，彼らのエンゲ
ージメントを高めて会社にプール
し，リテンションすることが重要
になるわけである。ただし，ここ
ではまだ「どのような人材」に投
資するかという軸が基本である。
ヒューマン・キャピタル（HC）

という考え方では将来の経営幹部
になるような事業のコアとなる人
材を中心に考えるのである。
●タレントマネジメント（TM）：
タレントマネジメントでは，日本
では特に人材不足の問題もあり，
社員全員を長期的に活用すべきだ
という考え方が趨勢になってきて
いる。個人のスキルや専門性を最
大限に引き出すため，多様な人材
の成長や活躍につながる機会をも
提供しようというのである。いわ
ば，「全員戦略化」による最大多
数の活用ということである。
　以上，主な 3つの見方のうちい
ずれが当社あるいは当事業にとっ
てふさわしいかを検討する。
②制度改定目的の明確化
　制度設計にあたり，羅針盤とし
て制度改定目的を明確にしておく
ことが重要である。成果主義人事
制度（役割等級）においては，「戦

略の実現を支援すること」，また，
ジョブ型人事制度（職務等級）に
おいては「戦略との整合性を維持
すること」が制度改定目的とされ
る。
　キャリア自律型人事制度（キャ
リア等級）の目的は，「戦略連動，
つまり，制度自体を戦略のスピー
ディーかつ確実な実行の手段とす
ること」「キャリアマネジメント
の徹底を通じた最大多数の最大活
用」の 2つである。
　戦略連動とは，会社の方向性（戦
略）をアナウンスして，トップダ
ウンで部下にやらせるというので
はなく，人事制度において戦略実
現に向けた期待成果を個々の社員
にブレークダウンし，彼らの行動
がうまく統合され，戦略実現に向
けた成果に集約されるように設計
することである。キャリアマネジ
メントを通じた最大多数の最大活

図表 4　人材マネジメント改革の方向性（例）
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用とは，「戦略連動」を実現する
ため，ハイパフォーマーを惹きつ
け，リテンションし，ハイパフォ
ーマーを支えるミドルパフォーマ
ーに活躍してもらうべく，彼らの
専門性の向上を支援し，組織を活
性化するということである。
　上記以外に，優秀な若手社員の
採用や転職の防止等の目的を付加
することも可能である。その際は
必ずそれらのプライオリティを明
確にしておく。

（4）改革の方向性の設定
　上記の，（1）経営課題の明確化，
（2）人材マネジメントの現状分
析，（3）方向性設定にあたっての
考慮事項を土台として方向性を設
定した後，人材マネジメント方針
を記述する。人材マネジメント方
針は，（1）制度に関する方針，（2）
マネジメントに関する方針に分け
て記述する。
　ここでは，人材マネジメント方
針をあまり細かく設定しないこと
も重要である。ルールはあくまで
原則であり，例外を許容すること
にしておく。そうでないと，社員
は息苦しくて動けなくなり，組織
の活力が低下してイノベーション
の芽を摘むことになりかねないか
らである。人材マネジメント改革
の方向性の例は図表 4参照。

2．キャリア等級制度の設計
　キャリア等級制度の概要設計に

は 3つのステップがある。初めに
事業戦略遂行に必要な実力の内容
を定義し，そうした実力を有する
人，つまりコア人材の特性・専門
性を記述する。これをコア人材の
プロフィールと呼ぶ。コア人材で
想定しているキャリアステージ
は，実務に関わるプレイングマネ
ジャーの段階である課長レベル
（部のみで課が存在しない場合は，
部におけるリーダーポジション）
である。
　次に，コア人材の採用から退職
までの流れを整理し，現在の社員
および今後採用する予定の社員が
どのようなパターンでキャリアを
歩むことが想定されるのかシミュ
レーションを行う。

（1）コア人材のプロフィール作成
①コア人材のイメージ
　コア人材の特性・専門性を記述
するにはそのイメージが描けてい
る必要がある。実力の例によれば，

マーケティング分野では，スピー
ドの速いプロダクトマーケティン
グ，開発分野では，新分野におい
て開発期間を短縮する方法論を確
立すること，MR分野では，MR
を通じた情報の提供・収集のレベ
ルを高めるマネジャーやトレーナ
ーということになる。こうした実
力を具体的なイメージにするに
は，インタビューを通じて成功体
験を聞き， 5W 1Hで整理すると
よい。
②コア人材のプロフィール
　コア人材のプロフィールとは，
職務経験等キャリアのバックグラ
ウンドに始まり，これまでに創出
した成果の種類や内容，仕事をす
る際に重視していること，典型的
な行動特性など，その人材の特性・
専門性をMECEに整理したもの
である。コア人材のイメージから
コア人材のプロフィールを整理す
ると，実力のある人の望ましい行
動パターンや典型的なキャリア・

図表 5　コア人材のプロフィール（人事課長の例）
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バックグラウンドが見えてくる。
そして，等級要件やキャリアマッ
プや評価基準等の作成も可能とな
る。
　フレームワークとしては以下の
4つを用いる。図表 5（実例）を
参照。
●期待される成果： 3点以上
●典型的な行動特性：成果を挙げ
るためにどのような行動パターン
が必要か
●キャリア・バックグラウンド：
成果を挙げる人はどのような職歴
／経験があるのか
●仕事の進め方：仕事上重視して
いること
　コア人材として評価されている
社員が見つからない場合には，業
界や業種が異なっても事業環境や
戦略が近い他社の調査を通じて望
ましいプロフィールを作成する。
注意すべきなのは，担当する仕事

に注目しすぎて，その仕事で成果
を挙げるのに必要な特性・専門性
や期待される成果という観点が弱
くなってしまい，通常の職務記述
書の作成と変わらない結果になっ
てしまうことである。

（2）キャリアマネジメントの設計
　キャリア等級制度の概要設計の
第 2ステップはキャリアマネジメ
ントの設計である。社員にキャリ
ア自律を期待しキャリア開発を促
進するには，キャリアについて本
人の意向を尊重する必要がある。
そこで，いわゆる人材フローマネ
ジメントを会社と人との共同作業
とみて「キャリアマネジメント」
と呼ぶ。進め方としては，事業と
の関係で人材のキャリアがどうな
っているかを分析したうえで，職
種（群）毎のキャリアモデル（図
表 6）を作成する。

①人材のキャリアと事業の関係
　人材のキャリアと事業の関連の
説明として，ここでは，消費財メ
ーカーによる店舗直営（食品，化
粧品等）の例が分かりやすいと思
われる。この場合は，本社正社員
は大卒定期採用者となり本社内で
キャリアアップしていく。各店舗
で販売活動に従事する正社員は，
パートやアルバイトをマネジメン
トしながら店長になっていくのだ
が，キャリアとしてその上はない
ことが多い。そこで，彼らは他社
に移っていく。
　このように，店舗と本社で人材
のキャリアが分断されているの
は，本社がメーカーであることが
理由である。製品を開発・営業し
ていく事業と販売を中心とする事
業では，求める人材プロフィール
が大きく異なる。また，期待する
勤続期間が一方は長期雇用，他方

図表 6　キャリアモデルのイメージ 図表 7　キャリアマップ（製薬会社のMRの例）
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は一定年数で回転するほうが店舗
の活性化につながるからである。
そして，現実的な理由として給与
水準の格差がある。
　同じく店舗経営といっても，外
食産業の場合は情報システム等に
より業務がシステム化されている
ため，本社スタッフと店長との関
係がメーカー直営型とは大きく異
なる。外食産業では，本社スタッ
フは店長経験者であり，主に店長
に指導・助言を行う。従って，店
長に求められる人材のプロフィー
ルはメーカー直営型とはかなり異
なる。これは店舗経営ビジネスと
いう事業のビジネスモデルの違い
から派生するものであり一例に過
ぎないが，どのようなキャリアマ
ネジメントを行うかは事業運営上
非常に重要な問題だということで
ある。
②キャリアマップの作成
　キャリアモデル（図表 6）で，
縦軸に年齢，横軸に人数を入れて
将来を予測したものをキャリアマ
ップ（図表 7）と呼ぶ。
　図表 7のキャリアマップにお
いて，入社 3年以内にアシスタン
トのレベルから一人前のMRにな
ることが期待される。MRに向い
ていない場合は，他の職種に転換
するか退職が求められ，30歳く
らいで一般レベルから上級レベル
に上がるところにも同様な条件が
設定されている。 5年程度で上級
MRに成長できない場合は，一般

のレベルに留まっていても先がな
いというのが同社の経験則であ
る。そこで，早期退職を選ぶ道も
用意し，社員が自身のキャリアを
考えるターニングポイントだとし
ている。上級MRから先は課長等
のマネジャー，MRのプロフェッ
ショナル，トレーナーのいずれか
のキャリアを選択するか退職を選
ぶか，40歳くらいまでに決める
ことが求められている。
　キャリアマップは，後述するキ
ャリアマネジメント・プログラム
におけるキャリアレビューの際，
本人のキャリア・ビジョンを話し
合う際に使用する。それ以外にも
活用方法がある。横軸に人数を取
っているので，現時点でのMRの
実力レベルと年齢別の人数から同
様の図を描いて，キャリアマップ
に重ね合わせてみると，どこに人
数の余剰があるのか，その後どう
なるのかを予測できる。

（3）キャリア等級制度の概要設計
①職種の区分と等級数の決め方
　複線型，つまり，職種（群）別
の制度はすでに多くの企業で導入
されているため，ここでは職種の
区分方法については述べない。た
だし，給与水準を社外マーケット
にリンクさせるため，社外の給与
水準がどのような職種毎に設定さ
れているかを事前に確認したうえ
で職種（群）区分を行う。
　次に，等級数については，実力
の違いがキャリアステージを形作
っているので，（2）で設定したキ
ャリアマップをそのまま横に倒し
て等級にすればよい。この場合，
等級が少なすぎて昇格によるモチ
ベーションが実現できないといわ
れることがある。同一等級に格付
けされる者であっても実際には成
果にはかなりのばらつきがある。
それを反映させるには，給与や賞

図表 8　キャリア等級制度のフレームワーク
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与の格差で処遇するほうがよい。
等級の数が多いと上下の等級の違
いを明確にすることが難しくなっ
てしまうからである（図表 8参
照）。
②等級フレームワーク作成上のポ
イント
　「備考」に記述しているように，
一定期間または年齢内に自分のキ
ャリアを見定める必要があるとこ
ろでは，その期間とキャリアの選
択肢などを明記しておく。また，
社内的にはどのような仕事をして
成果を出している者をイメージし
ているのかピンとくるように等級
毎に代表的な職務を例示する。そ
して，昇格審査で見るべきポイン
トや必須のトレーニングなど明確
なものがあれば，備考欄に記入し
ておく。
③等級要件ドラフトの作成
　概要設計の段階では，事業戦略
実行上重要性の高い人材や現在不
足している人材を格付ける等級を
中心にドラフトを作成しておく。
等級要件の骨子は，コア人材に求
める成果とその成果を生み出すプ
ロセスであり，成果とは，「仕事
の結果としてその人の実力が認め
られるもの」である。主に質的な
面を見て判断することになるが，
数量的な面も質的な違いを反映し
ていると考えられるものがあれ
ば，見るべきポイントとなる。キ
ャリア等級ではその区分をキャリ
アの転換点に求めるため，転換点

の前と後でどこがどのように変わ
るのか，求められる成果が明確に
理解できるようにドラフトを作成
する。

3．キャリア開発体系の設計
（1）キャリア開発体系の位置付

けとその重要性
　キャリア開発とは，通常，社員
の職業人としての人生設計を行
い，それに基づいた職業・職種・
職務選択および能力開発を行うこ
とである。厚生労働省の調査によ
れば，最近では，70％以上の正
社員がキャリア開発を主体的に捉
えている。
　企業側のキャリア開発目的は，
通常，以下の 3つである。 1つ目
はコア人材の育成， 2つ目は学習
レディネスの醸成（キャリアにつ
いて気づきを与えること）， 3つ
目は人材の採用とリテンションで
ある。なお，人材開発は，事業戦
略／計画に基づき作成された要員
計画を実現するため，また，必要
となる知識・スキルを満たす人材
を確保するために必要とされてい
る。
　キャリア自律型制度ではキャリ
ア開発を戦略実現の手段として位
置付ける。戦略とは持続的な競合
優位性の維持・拡大のための施策
である。持続的といった場合，社
員が入社して退職するまでのタイ
ムラインより長い期間を想定して
いる。従って，キャリア開発は持

続的競合優位性の維持・拡大のた
めの施策と位置付けることが適切
だと考える。つまり，キャリア開
発は組織能力を最大化するための
トップアジェンダであり，多様な
個人が活躍できる企業文化作りを
も含む重要な仕組みなのである。
　キャリア開発は，また，全社員
を対象とした，職業・職務選択を
含む包括的長期的な能力開発とい
える。言い換えれば，キャリア開
発も人材開発の一環として持続的
な企業価値創造を支える中長期の
投資として位置付けることができ
る。
　なお，人材開発とキャリア開発
が別々に行われている場合も多い
が，ここでは人材開発をキャリア
開発の一部として，あるいは一体
のものとして位置付け，推進する。
　以下，企業としてのキャリア開
発の目的のうち，最初の 2つに絞
ってキャリア開発体系の概要を述
べる。最初に，キャリア開発の方
針について示しておきたい。

（2）キャリア開発の方針と行動
基準の設定

　キャリア開発の方針としては，
第 1に，自ら育成しうる人への支
援であること（自助の精神），第
2に，キャリア開発を通じたリー
ダーおよびプロフェッショナル／
スペシャリストの育成を打ち出
す。そのうえで，ミッション・ビ
ジョン・バリューを実効あらしめ



312021.11　人事マネジメント
www.busi-pub.com

キャリア自律型人事の設計

るため，「クレド」を作成する。
ここで，クレドとは，会社のミッ
ション，ビジョン，バリュー，そ
してキャリア開発方針等を土台と
して，社員は何をどのように行う
べきかについて具体的な行動に落
とし込んだものであり，20項目
ほどで構成され，顧客，同僚，取
引先や，地域に対する約束を記述
したものである。
　クレドを作成すると，行動基準
が明確になり，社員は成果創出に
向けて安心して自発的に行動でき
るようになる。会社側は目的を明
示するのみとし，社員に考えても
らい，作成してもらうことが実効
性を確保する である。また，ク
レドの内容には，社員に新たな学
びの気づきを促すとともに，主体
的な学びの機会を得られるような
基準を含めることが重要である。

（3）キャリアマネジメント・プ
ログラム

①コア人材育成目的のプログラム
●従来のキャリア開発プログラム
（CDP）の問題点
　企業は，これまでもCDPとし
てキャリアパスの明示，ジョブ・
ローテーション，自己申告制度，
社内公募制度，FA制度そしてメ
ンタリング等を取り入れている。
ここでは個々の仕組みの問題点は
取り上げないが，キャリア開発の
問題が最近になって経営課題にま
でなっているのは，以下の理由が

あると思われる。
　 1つには，成果主義人事制度（役
割等級）を導入したものの，成果
の評価がきちんと行われていない
こと，評価結果が給与に反映され
る仕組みが複雑すぎたりして分か
りくいこと，昇給・昇格の際の給
与水準の引き上げが不十分なた
め，昇格・昇進のモチベーション
につながっていないこと，そして，
運用が年功序列的になっているこ
とがあると思われる。昇給・昇格
の仕組みや昇格後の給与水準等が
明確でないうえに，運用が年功序
列的なままでは，キャリア開発の
意欲にもつながらない。この点へ
の解決策として，ジョブ型制度へ
の変革がトレンドとなっていると
考えられる。
　もう 1つは，従来のキャリア開
発プログラムの実態は，長い会社
生活の中で数回のイベント，面談
や研修に限られていて単発的なプ
ログラムにすぎないこと，また，
社員が頻繁に関わる人事制度，特
に評価制度や人材開発体系／プロ
グラムとリンクしておらず，キャ
リアについて気づきを与える機会
が少なすぎることだと考えられ
る。これらの点については，ジョ
ブ型制度自体には解決策は用意さ
れていない。
●従来のプログラムの問題解決の
方向性
　解決の方向性としては，中堅社
員にキャリアの転換につながる異

動や昇格への覚悟を持たせるた
め，日頃からキャリアを自らの問
題として向き合い，様々な気づき
が得られるような仕組みを設ける
ことである。ベテラン（40代）
やシニア（50代）については，
将来キャリアシフトできるだけの
実力や自信を持てるよう，経験か
らの学習や専門性を蓄積できる仕
組みを用意することである。また，
人生100年時代到来といわれ，定
年退職後でも働く必要が出てきて
いるので，個人にとっては「会社
外」での活動を意識したキャリア
構築も必要となってきている。最
近はセカンドキャリアのマッチン
グ支援も進んできており，そうい
った会社とともに，会社外でも通
用するキャリア構築まで踏まえた
キャリアマップを提示できれば，
会社に対する信頼度や安心感は確
実に高まる。
　そこで，キャリア自律型制度に
おける気づき，実力と自信を持て
るようになる仕組み等についてポ
イントを概説する。
②気づきを与える仕組み
●キャリアステートメントとキャ
リアレビュー面談
　キャリアについて日頃から意識
してもらうには職務経歴書を書い
てもらうことが有効である。これ
をキャリアステートメントと呼ん
でいる。 1年に 1回定期的にキャ
リアステートメントを作成する
と，仕事の成果を客観視し，キャ



32 人事マネジメント　2021.11
www.busi-pub.com

HRガイド

リアの展開方向を考えるようにな
る。どんな仕事をしてどんな成果
を出したのか，それに対する報酬
（給料）はいくらだったのか等を
蓄積していくと，仕事と給与の関
係を直視せざるをえなくなるから
である。毎年のキャリアステート
メントの内容にあまり変化がなけ
れば，次のステップに求められる
能力開発の必要性を具体的に考え
るきっかけとなる。実は，外資系
に勤めている人のほとんどはこれ
を実践している。なぜなら，いざ
キャリアアップのチャンスが来た
とき，過去の経験を成果志向で具
体的に書けていればいるほど自己
PRになり，転職の可能性が高ま
るからである。キャリアステート
メントを書く際に注意すべきは，
所属部門での自分の役割や仕事の
顧客にどのように評価されたか，
そしてできた人脈や具体的なノウ
ハウの蓄積についても記入してお
くことである。
　キャリアレビュー面談（上司が

行うキャリア・カウンセリング）
を行う際にはいくつかの材料が必
要となる。まずは，前述の職種（群）
毎のキャリアマップ，キャリアス
テートメント，そして本人のキャ
リア・ビジョンの検討資料である。
キャリア・ビジョンの検討とは，
今後どんな方向に進むのか，その
シナリオを定期的に整理して蓄積
していくことである。楽観的，悲
観的，現実的の 3つほどのシナリ
オとそれが実現するための条件を
考えてきてもらう。キャリア・シ
ナリオ作成の目的は，目の前のチ
ャンスを逃すことのないように少
なくとも 3つのシナリオを整理
し，チャンスとリスクを具体的に
考えてもらい，どれにでも柔軟に
対応できるよう幅を広げるととも
に，心の準備をしてもらうことに
ある。ただし，こうしたキャリア
レビュー面談を行うには，上司と
の信頼感の確立が前提となる。
●アセスメント（適性審査）
　最近は採用の際にもコンピテン

シー面接が行われるほど，コンピ
テンシーが普及している。基本と
なるコンピテンシーは，マネジメ
ント，達成行動，思考力，対人関
係，セルフ・マネジメントの 5つ
に分類でき，20ほどの種類があ
る。また，それぞれには 5段階以
上のレベルがある。
　職種別のハイパフォーマーのコ
ンピテンシーモデルをすでに構築
している場合はそれらを活用し，
キャリアの転換点でアセスメント
を行い，本人の職務との適性を審
査する。コンピテンシーモデルを
構築していない場合は，外部の専
門機関のアセスメント手法を利用
する。図表 9で示すように，コン
ピテンシー開発の難易度にはかな
りの幅があるため，開発が困難な
ものがモデルの一要素となってい
る場合は，本人にキャリアの方向
性を示唆するものとなる。逆に，
本人が将来目指すキャリアステー
ジへの到達に足りない要素が開発
可能であれば，本人は自信を持っ
てそのキャリアを歩むことができ
ることになる。
③成果を生み出してきた経験や専
門性の蓄積
●キャリアの方向性に向けてコン
ピテンシーを開発する
　キャリアの方向性を見定めた後
は，その方向に向けて現在担当し
ている仕事を土台として専門性を
高め，より高い成果を生み出して
いくことが重要となる。会社とし

図表 9　コンピテンシー開発の難易度
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ては，アセスメントによって自己
のレベルとモデルとのギャップを
本人が認識したうえで，自ら開発
目標を設定し，目標達成に向けて
取り組めるよう支援する。それに
はコンピテンシー開発に関するガ
イドを作成・提供し，日々の仕事
の中でレベルアップを目指せるよ
う支援することである。
●専門性の特定や専門性蓄積の方
法論
　時代によって要請される専門性
は変化していくものだから，どの
ような専門性を蓄積するか，その
幅や将来性については，これから
の時代，前述のように定年後も働
く必要があることを踏まえると，
社外でも通用する専門性の構築が
必要となる。その際には社内のメ
ンターよりも，自身のキャリアを
活かしプロとして複数の企業に対
する支援を実際に行っている，キ
ャリア開発のプロでもあるコンサ
ルタント・専門家等にメンタリン
グを受けることがベストである。
つまり，外部のプロのメンターの
力が借りられるようなプログラム
を作ることだ。
　社外を意識させることは転職に
つながるという懸念もあるかと思
うが，ハイパフォーマーはいずれ
にせよ，自身のキャリアを伸ばす
ことを常に考えている。残る 8割
のマネジャーにならない，あるい
はなれない層にとっては，キャリ
ア開発の意識が高まり，その結果

専門性を伸ばすことにより会社の
仕事に活かされ，会社の発展につ
ながるものである。
　専門性の効率的な蓄積の方法に
ついては経験学習理論をベースと
して実務的なノウハウが構築され
てきているので，専門機関による
研修を受講してもらうことであ
る。

4．評価・報酬制度設計ポイント
（1）評価制度
　管理職の場合は，通常のジョブ
型人事制度と同様，業績目標管理
制度でよい。問題は，一般職を対
象とする評価制度である。一般職
を対象とした評価制度作成のノウ
ハウは，『月刊人事マネジメント』
2021年 9月号特集「ジョブ型評
価制度への移行」で説明している
ので参照いただきたい。ここでジ
ョブ型評価というのは成果の評価
であって，それ以外の勤務態度と
か能力の評価は含まない。次に，
最も重要な評価制度の目的と期待
成果，そして設計上のポイントを
述べる。
①目的と期待成果
　多くの企業は評価の目的は査定
と人材開発だと答えるだろう。問
題は実際に人材開発に評価を活用
しているかどうかである。評価結
果をどのように人材開発に結びつ
けるかを具体的な施策に展開した
り，効果的な評価方法を採用した
りしている企業は少ないように思

われる。つまり，評価制度は査定
のツールとしてのみ使われている
のが実情である。
　評価の目的はやはり査定のみな
らず，モチベーションの向上と人
材育成におくべきである。なぜな
ら，査定，つまり報酬額を決める
ためだけに評価するのではそのた
めの膨大な労力や時間がもったい
ない。そのうえ，評価は，普通に
行うと社員の学習や成長への意欲
を阻害してしまうことが判明して
いる。しかも，評価結果の理由を
こじつけたり，部下がモチベーシ
ョンを落とすようなフィードバッ
クを行ったりすることは評価を行
う上司にとってもストレスがかか
る。
　要は，評価を実際にどのように
行うかが問題なのである。評価制
度の運用の問題である。ここでは
解決志向のコーチングを用いるこ
とで，部下のモチベーションの向
上や仕事の質やスピードのコツを
学んでもらうことができる。解決
志向のコーチングのポイントは，
『月刊人事マネジメント』2021年
8月号のHR Short Message「評価
面談は楽しく進めてこそ」にまと
めてあるので参照いただきたい。
②評価制度設計上のポイント：等
級制度とのリンケージ
　仕事の内容が異なれば，評価す
べき成果やプロセスの内容が異な
るというのは当然だろう。それを
前提とし，キャリア等級制度にリ
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ンクして実力を具体的な成果や仕
事のプロセスの中で見ていくに
は，評価基準が等級要件に直結し
て設定される必要がある。つまり，
それぞれの等級において期待する
成果とその成果を生み出すプロセ
スを具体的にブレークダウンした
ものが評価基準になる必要があ
る。そして，評価基準を従業員に
オープンにするとともに，実際の
仕事や成果につながるように基準
を具体化することである。そうす
れば，上司がいちいち細かく指示
するのではなく，本人が自分で考
えて上司や他のメンバーと協議し
たりして，本人自身が自律的に適
切に仕事を進めることができるよ
うになる。

（2）報酬制度
　金銭的報酬としては，月例給与
と賞与，そしてインセンティブが
ある。実力に応じた処遇を実現す
るには，キャリア等級制度と報酬
制度を一体化して設計する必要が
ある。また，ジョブ型制度のデメ
リットをカバーするためのインセ
ンティブも必要となる。
①実力主義における昇給と設計上
のポイント
　ポイントは 2つである。実力主
義における給与／昇給とは何かと
いうことと，社外の給与水準に連
動する給与管理の仕組みである。
●実力主義における昇給の意味
　 1つは実力のある人材を確保す
るのに必要な競争力の維持であ
り，もう 1つは本人に対して実力

のレベルを知らせることである。
後者についてよくある誤解は，昇
給しないとモチベーションが失わ
れるという心配である。これは定
期昇給に慣れ親しんだサラリーマ
ンの信じ込みに過ぎない。昇給し
なければ低下する程度のモチベー
ションであれば，もともと大した
モチベーションではない。企業の
中で実力を認めさせて初めて昇給
するということをルールとして確
立することにより，モチベーショ
ンと昇給の間の誤ったリンケージ
を断ち切るように従業員に伝えて
いくことが必要である。
●社外の給与水準に連動する給与
管理の仕組み
　前提として実力にリンクした給
与の仕組みとしては，等級が同じ
ということは実力が同レベルとい
うことであり，基本給与の水準も
同レベルであるべきである。そう
だとすれば，昇給管理ではなく，
絶対額管理の仕組みでなければな
らないことは説明するまでもない
だろう。次に，社外水準との競争
力を維持しながら，キャリア等級
制度にリンクした給与管理のメカ
ニズムの一例を紹介する（図表
10参照）。
　この手法のポイントは給与テー
ブルにある。つまり，同じ等級で
あっても評価により判断される実
力の違いが，いくつかの段階とし
て同一等級内にあるという考え方
である。この図における給与カー

図表10　社外水準にリンクした給与管理の仕組み（給与テーブル方式）
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ブは下限からスタートした場合の
評価別モデルであり，実在者の昇
給パターンがこの通りになるわけ
ではない。実在者の分布は給与テ
ーブルに従って運用することによ
り，この昇給パターンに次第に収
斂していく。
②実力主義による賞与
　業績賞与の仕組みがない企業に
おいては，定期的な賞与のうち，
実質的に変動していない部分は季
節手当とみて給与の一部と考える
べきである。業績賞与の基本的な
意味は，短期的なインセンティブ
として業績への貢献を認めている
ことを本人に知らせるツールとい
える。業績賞与とは，個人やチー
ムの挙げた成果が全体の業績に貢
献した程度に応じて支払われるの
で，個人やチームの挙げた成果が
本来期待されるほどのものであれ
ば支給されない，あるいは支給さ
れても金額はたいしたことがない
ものになると考えるべきである。
③インセンティブ
　ジョブ型制度のデメリットとし
て， 1つはハイパフォーマーの離
職が加速してしまうこと，もう 1
つは職務の内容が具体的になるこ
とで，記述されない業務，特にチ
ームで行う必要のある業務に対す
るコミットメントが小さくなった
り，チームワークが希薄になった
りすることである。この 2つをカ
バーするため，前者にはリテンシ
ョンのための長期インセンティ

ブ，後者にはチームまたは組織イ
ンセンティブを設けることが必要
である。
●リテンションのための長期イン
センティブ
　リテンションについては非金銭
的報酬もあるが，金銭的報酬のほ
うが有効である。リテンション目
的ではストックオプション等株価
連動型のインセンティブもある
が，様々な問題があり会計・税務
等手続き的にも面倒なため，パフ
ォーマンスユニットがベストであ
る。パフォーマンスユニットは，
日本においては役員報酬のインセ
ンティブという扱いをされている
ためほとんど知られていないが，
従業員にも付与できる分かりやす
いキャッシュインセンティブであ
り，目標管理制度の中長期バージ
ョンということである。支払いの
対象となる期間が 3 ～ 5年の期
間になるため，リテンション効果
も高い。
　パフォーマンスユニットで業績
連動のため用いる指標は営業利
益，顧客満足度，新製品比率等の
戦略的指標となるため，対象者は
通常，マネジャー以上となる。デ
メリットとしてある時点でまとま
った現金が必要になるとされる
が，それは実際に利用したことが
ないからだと思われる。対象者の
業績指標の50％程度の実現可能
性で設定し，事前にシミュレーシ
ョンをすれば会社にとって大きな

メリットとなることが分かる。
●チーム／組織インセンティブ
　まず，職場または部門のチーム・
インセンティブ，またはチーム・
ボーナスを設定する。これは一定
の成果を挙げたチームに対して，
メンバーの貢献度に応じて年に
1回，賞与とは別の時期に支給す
るものである。チームメンバー全
員について多面評価を実施し，そ
の結果に応じてメンバーにチー
ム・ボーナスを配分する。多面評
価の中で，リーダーの行う評価の
ウェイトは 3分の 1とし，リーダ
ーはサブリーダーのコメントを参
考にしながら評価する。メンバー
は自分以外のメンバーの貢献度に
応じて自分の持ち分を配分するこ
とで多面評価を行う。その結果を
集約してチーム・ボーナスの個人
別原資配分を決める。
　次に，組織インセンティブとし
てはプロフィットシェアリングが
よい。プロフィットシェアリング
は，業績賞与などの個人インセン
ティブを支給した後に，なおも一
定の利益が出た場合に利益配分と
して支給するものである。業績連
動賞与との一番の違いは，プロフ
ィットシェアリングは，原則とし
て全社員に同額を一律支給する点
にある。プロフィットシェアリン
グのメリットは，例えば「目標利
益を超えた分の 3分の 1を社員に
還元する」という設計をすること
によって， 1円でも多く利益をね



36 人事マネジメント　2021.11
www.busi-pub.com

HRガイド

ん出することを社員に動機づける
点にある。また，「縁の下の力持ち」
であるサポート部門に会社の業績
を意識させることができるのもメ
リットである。フリーライダーを
生み出す温床となるという指摘も
あるが，成果評価がきちんと行わ
れている限り，実際にはそのよう
な問題はほとんど出てこない。

Ⅳ．雇用調整の考え方

　雇用調整は誰も積極的に取り組
みたい施策ではない。結果として，
雇用調整をうまく計画・実施でき
ている企業は多くない。その主な
原因には，雇用調整は良くない施
策であり，実行したくないという
気持ちから，過度に避ける傾向が
指摘できる。それならば，雇用調
整をせざるをえないような状況に
ならないよう準備をすべきだろ
う。それには，最初に社員，つま
り共に働いてもらう仲間を選ぶ採
用に目を向ける必要がある。採用
とは，当社にとって価値を生み出
す人材という資産の調達でもある
からだ。採用した人材が定年まで
働くまで支払う金額は平均 4 ～
5億円。それだけ投資するのだか
ら，それなりのリターンを回収す
る必要がある。かなりの時間とコ
ストをかけたにもかかわらず，人
材という資産を十分に活用できな
かった場合（モチベーションが下
がって成果を生み出せなかったり

退職したりした場合）は大変な機
会損失になる。
　従って，いったん採用した人材
は全員そのポテンシャルを発掘・
育成し，最大限活用することによ
って人材という資産への投資を回
収することが重要だということに
なる。つまり，採用した人材の活
用のため，最大限の努力，つまり，
キャリアマネジメントを徹底する
ことこそ経営者としての責任とも
いえる。にもかかわらず，キャリ
ア自律できない場合には，その方
には退場してもらうのはやむをえ
ない。このように考えるなら，雇
用調整もニュートラルに考えられ
るのではないだろうか。そして，
雇用調整を防ぐためにも代謝のプ
ログラムを事前にアナウンスする
ことによって社員に頑張ってもら
うよう啓発することが重要であ
る。代謝のプログラムについては
専門書を参照されたい。

Ⅴ. 終わりに

　本稿を読まれてかなり斬新な考
えだと思われた方も多いのではな
いだろうか。しかし，本稿の内容
は，絵に描いた餅ではなく筆者が
実践してきたもののエッセンスで
ある。ジョブ型制度を設計・運用
支援していると，クライアントの
人事部長のぼやきはいつもマネジ
ャーになれない（ならない）ベテ
ラン・シニアの方々の扱いだった。

「彼らのモチベーションが極端に
低下している」「残念ながら組織
の活力を阻害している」「彼らの
人件費が増大している」「かとい
って解雇するわけにはいかない」
そして，「思いつく限り様々な試
み（研修やワークショップ）をや
ったがどうにもならない」という
絶望感を散々聞かされてきた。そ
こで，キャリア開発をキャリアマ
ネジメントとして人事制度に取り
込み，ジョブ型ながらもキャリア
を支援する人事制度としてクライ
アントに提案すると，人事部長は
もちろん，社長からもぜひその制
度を構築してほしいということに
なった。工数がかなりかかるが，
それでも仕事をいただけてきた。
そして，このキャリア自律型人事
制度はこれまでのところすべて上
手くいっている。紙面に限りがあ
り説明不足のところもあると思う
が，この記事を読まれる方々すべ
てのお役に立てることを祈って筆
をおくことにする。
　なお，本稿執筆にあたり，『実
力中心の昇格システム』井田修・
著（中央経済社）を参考にさせて
いただいた。


